
 

 

 

 

 

      第９章 住 宅       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひろしま空き家バンク「みんと。」 

 

75



１ 住宅事情の概要 

(1) 人口及び世帯数の推移 

令和７年の国勢調査（速報値）では、本県の人口は約 2,683 千人で、平成 12 年の調査以

降、減少している。 

一方、世帯数は約 1,244 千世帯で、昭和 25 年の調査以降、増加している。 

これは、世帯規模の縮小に伴うもので、１世帯あたり人数は、2.16 人／世帯で、昭和 25 年

の調査以降、減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 世帯の動向 

世帯の動向について、家族類型別世帯数割合の推移をみると、単身世帯、夫婦世帯等少人数

の世帯の割合が高まりつつある。 

特に高齢単身及び高齢夫婦世帯の割合は、令和２年で合わせて 26.6％で、平成７年以降 25

年間で 11.6 ポイント上昇しており、今後、これらの高齢者世帯の増加に対応した住宅対策が

重要な課題となる。 
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2.4

2.3
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1.7
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7.7

6.1

4.8

3.6

2.7

1.9

3.7

3.6

3.7

3.7

3.6

3.3

平成7年

1,046,122世帯

平成12年

1,095,905世帯

平成17年

1,131,024世帯

平成22年

1,183,036世帯

平成27年

1,209,288世帯

令和2年

1,241,204世帯

家族類型別世帯数割合の推移（広島県）

高齢単身 その他の単身 高齢夫婦 その他の夫婦

夫婦と子 夫婦と親 夫婦と子と親 その他

注 -1：国勢調査による。 注 -1：国勢調査による。 

注-1：国勢調査による。 

-2：世帯数は一般世帯 

-3：夫婦と子には、片親と子を含む 
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(3) 住宅数の推移 

本県の住宅数は、令和５年時点で約 1,466 千戸あり、増加傾向にある。 

このうち空き家は約 231 千戸で、空き家率は 15.8％であり、増加傾向にある。 

 

(4) 居住水準 

豊かな住生活の実現の前提として、「最低居住面積水準」と「誘導居住面積水準」が住生活

基本計画で定められている。 

「最低居住面積水準」とは、世帯人数に応じて健康で文化的な住生活の基礎として必要不可

欠な住宅面積に関する水準であり、「誘導居住面積水準」とは、世帯人数に応じて豊かで多様

なライフスタイルを想定した場合に必要な住宅面積に関する水準である。 

平成 20 年から最低居住面積水準未満世帯の割合が著しく上昇しているのは、平成 17 年に住

宅建設五箇年計画が完了し、新たな住生活基本計画で、その水準が見直されたことが一因と考

えられる。 

令和５年は、広島県内で誘導居住面積水準以上世帯の割合が 59.5％となり、全国平均の

58.0％を超える過去最高の供給割合となる一方で、最低居住面積水準未満世帯の割合は平成

25 年から減少していない。 

     

 

 

29m2以下 30～49m2以下 50～69m2以下 

70～99m2以下 100～149m2以下 150m2以上 

   

同居世帯あり 

図 住宅数の推移（広島県） 

同居世帯なし 

一時現在者のみ 空家 建築中 

   居住世帯なし 179,000 

   同居世帯あり 5,300 
171,600 
(空き家率 13.5％) 

建築中 2,100 

   一時現在者のみ 8,600 

   1,084,300 

   1,800 

   6,600 

  平成 15 年 

1,271,800 戸 

   居住世帯あり 1,166,700 
   居住世帯なし 226,800 

221,300 
(空き家率 15.9％) 

   3,700 

   1,160,100 

   居住世帯あり 1,092,900 

   1,500 

231,400 
(空き家率 15.8％)    4,200 

   7,700 

   居住世帯なし 237,100 

  平成 25 年 

1,393,500 戸 

   居住世帯あり 1,228,400 

   1,220,700 
  令和５年 

1,465,500 戸 

184,700 

211,400 

107,400 

 

140,800 

 

169,800 

 

262,700 

 

173,000 

229,200 

111,600 

149,800 175,700 

303,700 

187,300 

246,400 

130,900 

 

149,700 

 

162,400 

 

309,100 

 
令和 5 年 

平成 25 年 

平成 15 年 

注 1：平成 15 年～令和 5 年住宅・土地統計調査による。 

注 2：抽出調査のため、図中数値は合計値と一致しない。 

図 規模別住宅数の推移（広島県） 

注－１：昭和 63 年及び平成５年は住宅統計調査、平成 10 年以降は、住宅・土地統計調査による。 
－２：割合は、主世帯数に対するもの 
－３：昭和 63 年の誘導居住水準は、共同住宅は都市居住型、その他は一般型で集計した。 
－４：抽出調査のため、図中数値は必ずしも 100％にはならない。 
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２ 「住生活基本計画（広島県計画）」の概要 

住生活基本法第 17 条第１項に基づき、国が策定する全国計画に即して、県民の住生活の安定の確

保及び向上の促進に関する基本的な方針、目標、施策などを定めた計画であり、令和４年３月に現

行計画を策定した。 

計画期間は令和３年度から令和 12 年度までの 10 年間となっているが、令和８年３月に新たな全

国計画が策定されたことに伴い、令和８年度に現行計画を見直すこととしている。 

 

(1) 計画の基本方針 

「適散・適集な地域づくり」に向けた、広島らしい魅力ある居住環境の実現 

 

(2)  施策体系 

基本方針の実現に向けて「社会環境の変化」、「居住者」、「住宅ストック」の３つの視点

と９つの目標を設定し、施策を推進する。 

視点 目 標 

社会環境
の変化 

目標１ 広島らしい多様な人材をひきつける魅力的な居住環境の整備 

目標２ 災害に強く安心して暮らせる居住環境の整備 

目標３ 効果的な住宅施策等に向けたＤＸの推進 

居住者 

目標４ 子どもを産み育てやすい住まいの実現 

目標５ 
多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で安心して暮らせる 
コミュニティの形成 

目標６  
住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整 
備 

住宅 
ストック 

目標７ 
カーボンニュートラルに向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅
ストックの形成 

目標８  マンションや空き家の適切な管理・除却・更新の推進 

目標９  地域の住宅市場・住生活産業の更なる発展 

 

３ 主要住宅施策 

(1) 公営住宅事業 

ア 公営住宅の建設状況 

公営住宅法に基づき、住宅に困窮する低額所得者に対し低廉な家賃で賃貸することを目

的として、国の補助金を受けて建設を進めている。 

また、外壁改修・屋上防水改修工事、高齢者向け住戸改善工事、電気容量改善工事など

既存住宅の長寿命化や居住性の向上を目的とした工事を進めている。 

 

公営住宅の建設状況（最近５箇年間）                     （単位：戸） 

  年度 

区分 
R3 R4 R5 R6 R7 計 

県 公営 着工戸数(戸) 0    119   0    72 75 266 

市 

町 
公営 着工戸数(戸) 0 0 183 6    10      199 

計 公営 着工戸数(戸) 0 119 183 78 85 465 
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県営住宅の建設状況                             （着工ベース 単位：戸） 

建設年度別 

 
Ｓ23～50 51～55 56～60 61～Ｈ２ ３ ～ ７ ８ ～ 12 13～17 18～22 23～27 28～Ｒ２ ３ ～ 7 

累 計 
(Ｓ23～R7） 

広 島 市 
8,599 
（830） 

1,646 502 184 140 237 
238 

〔110〕 
35 162  147 

11,890 
〔110〕 
(830) 

広 島 市 周 辺 市 町 1,066 40 458 74 122 78 
60 

〔60〕 
110 

〔60〕 

 
126 71 

2,205 
〔120〕 

小  計 
9,665 
(830) 

1,686 960 258 262 315 
298 

〔170〕 
145 

〔60〕 
162 126 218 

14,095 
〔230〕 
(830) 

呉 市           942 156 58 154 104 122  77 20   1,633 

竹 原 市           263 50 20   44   84     461 

三 原 市           587 280 133 ８ ８    48     1,064 

尾 道 市           475 256 60 70 58 24   20     963 

福 山 市           2,224 314 142 144 106 135    40 48 3,153 

府 中 市           60  ５ 52 20       137 

三 次 市           76 40 92 47 36       291 

庄 原 市           30 80 52 ６ ８       176 

大 竹 市           124 170          294 

東 広 島 市           201  96 60 58       415 

安 芸 高 田 市             10 10 20       40 

江 田 島 市               ２       ２ 

安 芸 太 田 町             ４ 11 ４       19 

北 広 島 町             16 10 ４       30 

世 羅 町              ８ 10       18 

大 崎 上 島 町               ６       ６ 

神 石 高 原 町              ８ 20       28 

小     計 4,982 1,346 688 588 464 325  152 77 20 40 48 8,730 

     合    計 
14,647 

(830) 
3,032 1,648 846 726 640 

450 
〔170〕 

222 
〔60〕 

182 166 266 
22,825 
〔230〕 
(830) 

（注）（ ）内は内数で、県営改良住宅分を表す。 

   〔 〕内は内数で、ＰＦＩ事業による買取戸数を表す。 

    県が建設し、市町へ譲渡した住宅を含む。 

    建設着工戸数であり、除却した戸数は差し引いていない。 

 

イ 県営住宅の再編整備 

 本県では、平成 23 年度以降、県営住宅再編５箇年計画を策定し、県営住宅の供給方針等

を定め、厳しい財政状況も踏まえながら、今後の人口と世帯数の減少を見据え、老朽化が

進行しつつある県営住宅の更新を計画的かつ効率的に進め、併せて少子高齢化の進行へ対

応した環境の整備を行っている。 

 令和３年３月に策定した現行計画では、県営住宅の長期的な安定供給に向け、「人口減

少社会における県営住宅の供給」、「一斉更新時期の到来への対応」、「建替統廃合を契

機とした適切な再配置」の３つを基本方針とし、次のとおり取組を進めている。 

 

(ｱ) 人口減少社会における県営住宅の供給 

適切な将来供給戸数を確保するため、地域ごとの今後の世帯数の減少トレンドを見据

え、既存ストックの建替統廃合を実施している。 
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       世帯数及び県営住宅供給戸数の推計 

 
平成 22 年度 令和２年度 

令和７年度 
（推計） 

令和 42 年度 
（推計） 

一般世帯数の推計 約 1,183 千世帯 約 1,228 千世帯 約 1,227 千世帯 約 994 千世帯 

 うち著しい困窮年収 

未満世帯※数の推計 
― 約 92 千世帯 約 90 千世帯 約 71 千世帯 

県営住宅供給戸数 16,777 戸 16,270 戸 約 15.9 千戸 約 11.1 千戸 

 うち広島圏域 12,689 戸 12,244 戸 約 12.1 千戸 約 8.7 千戸 

 うち備後圏域 3,717 戸 3,655 戸 約 3.4 千戸 約 2.2 千戸 

 うち備北圏域 371 戸 371 戸 約 0.4 千戸 約 0.2 千戸 

    ※ 著しい困窮年収未満世帯：公営住宅施策対象世帯のうち、自力では最低居住面積水準を達成する

ことが著しく困難な年収である世帯 

(ｲ) 一斉更新時期の到来への対応 

ａ 既存住宅の長寿命化による事業量の平準化の実施 

多くの財政負担とマンパワーを要する建替事業が一時期に集中しないよう事業量の

平準化を図るため、既存の県営住宅を計画的に改修して長寿命化を実施している。 

また、長寿命化工事を実施する住宅は、入居者ニーズに対応した計画的な設備更新等

をあわせて実施している。 

  ｂ 建替統廃合の加速化 

長寿命化の見通しが立たない住宅は、早期の建替統廃合を実施している。 

建替事業の平準化イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 建替統廃合を契機とした適切な再配置 

 ａ 地域ごとの需要の偏在による需要量と供給量の乖離解消 

需要の高い団地は最大限の戸数を整備する一方で、需要が低く入居率が低い団地は

早期に統廃合を実施している。 

ｂ 危険エリアに立地する住宅の災害リスク解消 

土砂災害特別警戒区域内に立地する住宅は用途廃止し、災害リスクを解消している。 

 

ウ 県営住宅の管理状況等 

 (ｱ) 県営住宅の管理状況 

県営住宅は、令和８年３月 31 日現在で県内 12 市３町に 15,652 戸あり、住宅管理業

務は、入居者の募集、選考及び決定、家賃徴収、住宅の維持修繕等多岐にわたる。 

入居者の募集は、６・10・２月のほか必要に応じて行っている。また、募集に当たっ

ては、インターネットや県・市町の広報誌等による広報活動を実施している。  

入居者の選考及び決定については、新築及び空家住宅とも公募のうえ公開抽選によ

り入居者を決定している。 
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家賃等の徴収については、口座振替制度の普及、滞納者に対する電話や夜間・休日を含

む戸別訪問等による督促・納付指導、年２回の徴収強化月間の設定などにより、収納率の

向上と長期滞納者の発生の未然防止に努めるとともに、生活困窮者等の家賃負担能力の低

い入居者に対しては、家賃減免制度の利用を指導するなど、きめこまかい対応を図ってい

る。 

また、長期滞納者については、住宅明渡請求訴訟等の法的措置を講じている。 

住宅の維持修繕については、日々の小規模な修繕等は速やかに対応するとともに、大規

模修繕についても、順次計画的に行っている。 

なお、複雑多様化している県営住宅の管理に対応することを目的とし、指定管理者制度

を導入し、管理業務の適正化と合理化を図っている。 

種別、構造別、所在地別県営住宅管理戸数        （令和８年３月 31 日 現在）（単位：戸) 

所 在 地 団 地 数 
公 営 住 宅 ・ 改 良 住 宅 特 別 住 宅 

合 計 
中 耐 

 
高 層 小 計 低 耐 

広 島 市 31 
5,518 
〔136〕 

2,602 
〔650〕 

8,120 
〔786〕 

 
8,120 
〔786〕 

呉 市 11 742 221 963 1 964 
竹 原 市 4 198  198  198 
三 原 市 8 709  709  709 
尾 道 市 11 654  654  654 
福 山 市 13 1,665 138 1,803  1,803 
府 中 市 2 120  120  120 
三 次 市 5 211  211  211 
庄 原 市 3 160  160  160 
大 竹 市 3 230  230  230 
東 広 島 市 4 275 50 325  325 
廿 日 市 市 3 1,196  1,196  1,196 
安 芸 郡 海 田 町 3 278  278  278 
 〃   熊 野 町 2 138 322 460  460 
 〃  坂  町 4 54 170 224  224 

合    計 107 12,148 
〔136〕 

3,503 
〔650〕 

15,651 
〔786〕 

1 15,652 
〔786〕 

  ※〔 〕は改良住宅の戸数で内数 

(ｲ) 県営住宅応募倍率の推移 

       応募倍率は、平成 15 年度に 9.0 倍と高い水準であったが、郊外の団地の申込者数が募

集住宅の戸数を下回る場合があること等によって、令和７年度は 2.0 倍、過去５年間では

2.0 倍から 2.5 倍の間で推移している。 

(2) 空き家対策の推進 

ア 空き家の現状 

人口減少・高齢化の進行に伴い、空き家は全国的に増加しており、広島県内の空き家総

数は令和５年時点で 231,400 戸、空き家率は 15.8％（全国平均 13.8％）となっている。適

切に管理されていない空き家の発生によって地域の防災・防犯機能の低下、景観の悪化な

どが懸念される。一方で、空き家は貴重な地域資源として利活用を推進することで、地域

活性化や移住・定住促進に繋がることが期待される。 

イ 空き家対策の全県的な推進 

適切に管理されていない空き家が、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしているこ

とを踏まえ、空き家対策を全県的に推進していくため、平成 26 年度に県、市町及び関係団

体による「広島県空き家対策推進協議会」を設立し、県内の空き家対策の方向性などを示

した「広島県空き家対策対応指針」を策定した。さらに、令和元年度に指針を改定し、よ
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り具体的な目標設定や空き家の状態などに応じた対策などを位置づけた。令和７年度に

は、空家特措法の改正やこれまでの取組状況を踏まえた更新を行い、今後の空き家対策の

対応方針を整理した。 

ウ 空き家の利活用促進 

空き家の利活用を促進するため、各市町の空き家情報をとりまとめて発信する、ひろし

ま空き家バンク「みんと。」を平成 28 年度に開設した。「みんと。」では、空き家の検索

機能のほか、空き家のポテンシャルを紹介するコンテンツや、空き家を活用した広島らし

いライフスタイルの事例紹介等の情報発信を行っている。その他、VR 内覧機能の実装、補

助金情報の追加により、サイト訪問者のニーズに応じた情報の充実を図っている。 
 

 

ホームページ URL：https://minto-hiroshima.jp/  

 
 

上記のほか、平成 27 年度より空き家活用や法律の専門家などで構成する「空き家活用推

進チーム」を設置し、市町等で開催されるセミナーや勉強会、専門家とのマッチング支援

により、地域が抱える課題の解決を図っている。 

    エ 空き家対策の効率化 

空き家対策を効率化するため、水道事業者が保有する水道データ（水道使用量、水道閉

栓情報など）から建物の利用状況を分析し、空き家と推定される建物を抽出・可視化する

システム「広島県空き家推定システム ATLAS（アトラス）」を令和７年度に構築した。 

本システムの活用により、市町における空き家の実態把握の省力化が図られることか

ら、県内市町のシステム利用を促していく。 

 

(3) 中古住宅の流通促進 

持続可能なまちづくりの実現に向けて、都市のスポンジ化や低密度な市街地の形成を抑制

し、地域特性に応じて都市機能や居住人口を誘導するため、居住誘導区域内の住宅ストック

の活用を促進していく必要がある。 

このため、令和５年度から、「都市的なライフスタイル」と「リノベーション」の魅力発

信に取り組む、官民連携プロジェクト DIG:R HIROSHIMA（ディグアールヒロシマ）を開始

し、イベントや SNS を通じた情報発信に取り組んでいる。 

また、令和６年度からは、国や民間団体との連携により、不動産取引や居住地検討などで

活用できる「不動産・住宅関連データ」を、インフラマネジメント基盤 DoboX から閲覧でき

るサービスを提供している。 

 

(4) ゆとりと魅力ある居住環境の創出 

広島型の「適散・適集」なまちづくりの実現に向けて、地域特性を生かしたゆとりと魅力

ある居住環境の創出を図るため、モデル地区を選定し、市町が取り組む居住環境の将来ビジ

ョン策定等の取組を支援するとともに、その成果を他市町へ波及させていくこととしてい

る。 

令和３年度に東広島市「鏡山、西条町下見（広島大学周辺エリア）」、令和４年度に府中

市「中心市街地（府中駅西側エリア）・既存住宅団地」、廿日市市「シビックコア地区（市

役所周辺エリア）」をモデル地区として選定し、各エリアにおける居住環境の将来ビジョン

の実現に向けた取組を支援している。 
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(5) サービス付き高齢者向け住宅の登録促進 

平成 23 年４月に改正された「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき、高齢者の

居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を有し、状況把握サービス、生

活相談サービスその他高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスを提供する「サービ

ス付き高齢者向け住宅」の登録制度が創設されたところであり、県、広島市、福山市及び呉市

に登録窓口を設け、登録を推進している。 

 
 

 

          サービス付き高齢者向け住宅の登録件数及び戸数（各年度末日時点） 

 R3 R4 R5 R6 R7 

件数 239 241 244 247 249 

戸数 7,844 7,920 8,008 8,043 8,102 

    

 

(6) 子育てスマイルマンション認定制度の実施   

ア 目的 

多様な人材が集まる魅力的な生活環境の創出に向け、「広島県子育てスマイルマンショ

ン認定制度」を創設し、子育てしやすいマンションの供給を促進するとともに、認定事例

の情報発信により、子育て世帯の意識醸成を図ることで、「子育てしやすい住まい環境」

の整備を促進する。 

イ 概要 

県内のマンションを対象に、住戸内及び共用部などの仕様や子育て支援サービス提供な

どのソフト支援、立地環境において、子育てのしやすさに配慮したマンションを県が認定

する。 

認定マンション購入者に対しては、金融機関と連携した優遇金利の適用等の特典の付与

が行われる。 

住宅供給者に対しては、認定を受けることで建築基準法に基づく総合設計制度を活用し

た容積率緩和が行われる場合がある。 
 

子育てスマイルマンションの認定件数及び戸数          ※（ ）内は竣工認定数 

 

 

 

 

(7) 住宅確保要配慮者の居住の安定確保 

ア 居住支援協議会の活動 

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯などの住宅の確保に特に配慮を要す

る者（以下「住宅確保要配慮者」という）は、家賃の支払い能力に問題が無い場合でも死

亡時の対応や生活習慣の違いによる近隣トラブル等への懸念から、民間賃貸住宅への入居

を拒否されることが多い。 

こうした住宅確保要配慮者の居住支援を多様な主体が連携して行うため、地方公共団体

や関係事業者団体等を構成員とする、広島県居住支援協議会を平成 25 年度に設立してい

る。 

令和７年度は、賃貸人等を対象としたセミナーの開催のほか、市町における居住支援協

議会設立を促すための勉強会や意見交換会を行った。 

 H25～R3  R4 R5 R6 R7 計 

件数 45(40) 4(3) 2（3） 0（2） 2（3） 53 (51) 

戸数 2,581（2,374） 165(121) 59（130） 0（92） 65（87） 2,870（2,804） 
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イ あんしん賃貸支援事業の推進 

平成 20 年度から住宅確保要配慮者が入居できる民間賃貸住宅の仲介を行う不動産事業者

（協力店）及び居住支援に協力する団体に関する情報提供等を行っている。 

   

(8) 外国人材の円滑な住宅確保 

 少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少等に伴い、様々な業界で人手不足の深刻化が懸念さ

れており外国人材の需要は拡大している。今後、県内企業における外国人材の受入体制を充

実させることが急務である中、住宅確保においては、外国人居住に対し不安や偏見を持つ賃

貸人が多く、受入企業がその対応に苦慮している。 

 そのため、令和７年度は、受入企業や外国人材が円滑に住宅を確保できる環境の整備に向

けた課題を調査・分析するとともに、その対策について検討を行った。 

その検討結果を踏まえ、令和８年度は、不動産事業者を対象に、外国人材入居受け入れに

役立つ実務ノウハウ等を提供するセミナーの開催をはじめ、外国人材を積極的に受け入れる

不動産事業者の認定制度を創設するほか、外国人材の受入企業を対象に、県営住宅の利活用

による、外国人材の居住支援などを行うこととしている。 

 

(9) マンションの管理の適正化 

ア マンション管理の現状 

  県内のマンションストックは令和２年度時点で、約 118 千戸である。そのうち、建物の

老朽化や居住者の高齢化等による管理組合の担い手不足が顕著な築 40 年を超える高経年マ

ンションは約 10 千戸存在し、その数は今後急増が見込まれる。 

こうした中、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」が改正され、地方公共団

体が助言・指導を行うことや、適切な管理計画を有するマンションの認定等を通じて、地

方公共団体の関与の強化が図られることとなっている。 

イ 広島県マンション管理適正化推進指針の策定 

令和４年４月から施行された「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」の改正に

伴い、県内の分譲マンションの適切な管理等に向けて、県及び市町が連携して取り組み、県

内マンションの適切な維持管理の実施や建替えが進み、安全性や質の維持向上が図られてい

ることを目指し、令和４年７月に、「広島県マンション管理適正化推進指針（令和４年７月

～令和 13 年３月）」を策定した。 

(ｱ)策定方針（基本的な考え方） 

・ 管理組合等による自律的で適切な管理の促進  

・ 地方公共団体による適切な助言・指導等の実施  

・ 維持修繕が困難な老朽マンション等の円滑な再生 

(ｲ)施策と取組 

基本的な考え方 施 策 取 組 

管理組合等による
自律的で適切な管
理の促進 

１ マンションの適切な管
理、維持修繕の促進 

① マンション管理士制度の普及 

② マンション管理に関する情報提供 

地方公共団体によ

る適切な助言・指

導等の実施 

２ 改正マンション管理適
正化法に基づくマンシ
ョン管理の適正化の推
進 

① マンション実態調査の実施 
② 管理不全マンションへの助言・指

導・勧告の実施 
③ マンション管理計画認定制度の運用 
④ 分譲時からの適切な維持管理の確保 

維持修繕が困難な
老朽マンション等
の円滑な再生 

３ マンション建替事業等
の円滑な施行の促進 

① マンションの建替え等に関する法制
度の普及 
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ウ 広島県マンション管理適正化支援法人登録制度の創設 

令和７年 11 月に施行された「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」の改正に

伴い、地方公共団体の取組の充実を図るため、管理組合等からの相談対応や区分所有者との

合意形成等の支援を適正に行う民間団体を、地方公共団体（町の区域内にあっては県、市の

区域内にあっては当該市）がマンション管理適正化支援法人として登録できることとなった。 

このため、県においては、町の区域内で活動する民間団体が公的立場から活動できる環境

となるよう、令和８年４月からマンション管理適正化支援法人の登録制度を創設し、運用を

開始した。 
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